
  

 

 
 

 

信用金庫の視点でひも解く 2016 年版中小企業白書・小規模企業白書 

―中小企業の“身近な相談相手”として必読の書― 

 

視 点 

中小企業庁では、中小企業基本法第11条の規定に基づき、1963年以降、中小企業の動向および

中小企業に関して講じた施策や講じようとする施策を明らかにするため、中小企業白書を国会に

提出している。また、小規模企業振興基本法第12条の規定に基づき、小規模企業の動向および小

規模企業に関して講じた施策や講じようとする施策を明らかにするため、2015年以降は、小規模

企業白書も国会に提出している。信金中央金庫 地域・中小企業研究所では、2004年度から中小

企業白書の利活用促進を目的に、信用金庫役職員や信用金庫取引先の中小企業・小規模事業者を

主たる対象読者として、その概要や読みどころをまとめている。 

2016年４月の閣議決定後、中小企業庁ホームページに、中小企業白書と小規模企業白書が公表

された。中小企業白書、小規模企業白書とも、中小企業・小規模事業者の支援に携わる関係者に

とって、ぜひ押さえておきたい重要な資料の一つである。 

本稿では、2016年版中小企業白書の編さんにあたった中小企業庁 調査室の伊奈室長ならびに

小規模企業白書の編さんにあたった小規模企業振興課の苗村課長からのヒアリング内容も盛り

込みつつ、中小企業白書および小規模企業白書のポイントを概説する。 

 

要 旨 

 伊奈室長からは、今回の中小企業白書のメッセージとして、「未来志向」を強く盛り込み将
来展望に明るい印象を持たせたとのコメントが得られた。また、信用金庫に対しては、“身

近な相談相手”として「事業性評価」への対応を期待したいとのことであった。 

 苗村課長からは、今回の小規模企業白書のメッセージとして、「地道な努力」、「ちょっと
した挑戦」が重要であるとのコメントが得られた。また、信用金庫に対しては、小規模事業

者と一緒に走りながら、変われるきっかけを与える役割を期待したいとのことであった。 

 中小企業白書は、２部構成となっている。第１部の「2015年度の中小企業の動向」では、中
小企業・小規模事業者の最近の動向や労働生産性の推移についてまとめている。第２部の「中

小企業の稼ぐ力」では、ＩＴの利活用、海外需要の取り込み、リスクマネジメント、金融、

経営力などに着目し、中小企業の稼ぐ力（収益力）の決定要因についてまとめている。 

 小規模企業白書は、３部構成となっている。第１部では、小規模事業者の動向や事業活動の
実態、地域の中の小規模事業者の意義等をみており、第２部では、業績傾向の良い小規模事

業者や、小規模事業者の多様な側面の一つとしてフリーランスの実態などに焦点をあててい

る。第３部では、小規模事業者の取組み事例を取り上げている。 
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はじめに 

2016年版中小企業白書および小規模企業白書は、16年４月22日に閣議決定され、中小

企業庁のホームページ上で公開された1。 

信金中央金庫 地域・中小企業研究所では、04年度以降、年度ごとに信用金庫の視点

から中小企業白書のポイントを取りまとめるとともに、昨年度から新しく発刊された小

規模企業白書についても情報発信を行ってきた。本年度は、中小企業白書の編さんにあ

たった中小企

業庁調査室長

と、小規模企業

白書の編さん

にあたった小

規模企業振興

課長にインタ

ビューを実施

し、各白書の論

点を整理した。 

2016 年版中

小企業白書の

副題は「未来を

                         
1 中小企業庁ホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html）より全文をダウンロード可能である。 

（図表１）2016 年版中小企業白書と小規模企業白書（市販本）の表紙デザイン 
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拓く 稼ぐ力」、小規模企業白書の副題は「継続と挑戦！」である。副題で示された問

題意識のとおり、中小企業白書では、環境変化を踏まえ、中小企業の収益力向上の必要

性とその方策について詳細に触れられている。また、小規模企業白書では、前向きに継

続して経営課題に取り組んでいく姿勢の必要性が強調されている（図表１）。 

なお、1963 年以降発刊の中小企業白書の副題には、その年の中小企業白書の調査分析

の視点が色濃く反映される。そこで、図表２では、90 年以降の中小企業白書副題の変遷

（15 年からは小規模企業白書副題も）と、本中金が実施する「全国中小企業景気動向調

査」の主要指標である業況判断Ｄ.Ｉ. （全業種）を比較対照できる形で示した。 

 

（図表２）中小企業白書・小規模企業白書の副題と信用金庫取引先中小企業の業況判断 D.I.の推移 

 

 
（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、中小企業庁「中小企業白書（各年版）」、信金中央金庫「全国中小企業景気動向調査」をもとに

信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

２．シャドーは内閣府による景気後退期を示している。 

３．2015 年からは小規模企業白書副題も掲載している。 
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１．中小企業白書・小規模企業白書の編さん者へのインタビュー 

まず、2016年版中小企業白書と小規模企業白書の編さんにあたった中小企業庁 事業

環境部 企画課 調査室の伊奈友子室長（図表３、４）ならびに小規模企業振興課の苗村

公嗣
きみひで

課長へのインタビューの内容（図表５、６）を掲載する。 

 

（１）2016年版中小企業白書 

  ①2016年版中小企業白書の読みどころ 

2016年版中小企業白書の表紙は、「大き

な力」をコンセプトとして、デザイナーの

高橋正実氏2のデザインによるものである

（図表１）。 

中小企業白書の「未来を拓く 稼ぐ力」

という副題どおり、その内容は、「稼ぐ力」

で一貫性をもたせた。また、表紙のイラス

トのイメージどおり、中小企業白書では、

中小企業に対して、“将来を展望した成長

投資が重要”という指摘をしつつも、期待

のメッセージを伝えることで、中小企業の

マインドチェンジを図りたいという強い

想いを込めている。また、内容の全体構成

を“未来志向”とするこ

とで、中小企業に対して

将来展望に明るいメッセ

ージを伝えることに配慮

した。 

中小企業白書の内容で

は、中小企業が「稼ぐ力」

を向上するうえでの重要

な取組みとして、①人口

減少を見据えた、ＩＴ活

用による生産性向上、②

内需縮小を見据えた、海

外展開による外需の獲得、

③リスクに備え、将来コ

                         
2 http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/chusho/00Hakusyo_hyousi_web.pdf 参照。 

（図表３）中小企業庁 伊奈調査室長 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

（図表４）取材風景 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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ストを低減するリスクマネジメントの３つを取り上げた。なお、敢えて「リスクマ

ネジメント」を取り上げた理由として、中小企業経営には“攻め”もあれば“守り”

も必要であるという考えから、将来発生するリスクに備えることは結果的に将来の

コスト軽減となり「稼ぐ力」につながるということが挙げられる。また、中小企業

の収益力が二極化するなかで、過去の中小企業白書にはない新たな分析の視点とし

て、「稼げる中小企業の経営力」に着目した。そのなかで、「経営者が理念を明示

し、金融機関等外部専門家と連携しながら、現場の意見を聴いて組織的な経営を行

い、成長投資と新陳代謝を進め、稼ぐ力を向上させていくことが重要」というメッ

セージを伝えている。中小企業が成長していくうえで「事業承継」や「新陳代謝」

が重要となることから、来年度の中小企業白書では、こうしたテーマを題材として

取り上げてみたい意向がある。 

 

  ②信用金庫へのメッセージ 

信用金庫は、中小企業専門金融機関として、中小企業にとって“身近な相談相手”

といえることから、その強みを活かした「事業性評価」に力を入れていくことを役

割として期待している。その役割を果たすうえで、中小企業のニーズは常に時流に

合わせた新しいものに移り変わり、関心をもつ領域も幅広くなっていることから、

「事業性評価」を１つの信用金庫のみで対応することは難しいケースも出てくるだ

ろう。そのため、信用金庫が中小企業の「事業性評価」に取り組むにあたっては、

信用金庫同士あるいは外部機関との連携による対応を期待している。 

また、中小企業白書では、無借金企業には保守的な姿勢の中小企業が多いことと、

金融機関との接点が少ないことを示した。しかし、無借金企業であっても、企業の

成長という観点でのニーズは必ずある。中小企業の成長を冷静に第三者的な目で見

ることのできる信用金庫には、無借金企業を含めた中小企業に対して、“定期的な

健康診断”の意味で、よき相談相手になってもらえることを期待している。 

 

（２）2016年版小規模企業白書 

  ①2016年版小規模企業白書の読みどころ 

2016年版小規模企業白書の表紙は、図表１のとおり、“夏空の下の丘に広がるひ

まわり畑”のイラストにした。ひまわりは、太陽に向かってまっすぐに育っていく

ことから、このイラストでは「未来に向かってまっすぐに、たくましく育っていく

小規模事業者」をイメージした。 

小規模企業白書の副題は、「継続と挑戦！」であり、この副題には、小規模事業

者が持続的な発展を遂げていくためには、“常日頃からの地道な努力は重要である”

ことと“ちょっとした挑戦でも変わることができる”ことをメッセージとして強く

込めている。 
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小規模企業白書の内容では、初回とな

った2015年版小規模企業白書において

小規模企業の実態を中心に分析を試み

たことを踏まえ、さらに一歩進めて、直

面している経営課題のうち重要なもの

をピックアップして、それぞれの課題へ

の取組みの進捗状況を分析することを

試みた。その分析においては、商工会・

商工会議所をはじめとする支援者側か

らの視点も盛り込んだ。小規模企業は、

組織形態、業種、規模など多種多様であ

るがゆえに、その実態は、単に統計数値

をみただけでは読み取れない。そこで、

本年の小規模企業白書では、実態を正確

に把握する目的で、商工会や商工会議所

の指導員による対面でのアンケ

ート調査を実施した。なお、この

アンケート調査票の質問項目を

設定するにあたっては、客観的な

分析になっているか、中立的な問

いかけになっているか、質問者お

よび回答者の両者に理解できる

問いかけになっているかなど、丁

寧に時間をかけてブレーンスト

ーミングをした。 

また、苗村課長によると、こう

して分析結果を取りまとめるに

あたっては、相関関係（２つ以上の事象が密接にかかわり合い、一方が変化すれば

他方も変化するような関係）と因果関係（２つ以上の事象の間に原因と結果がある

関係）を混同することがないよう注意を払ったという。 

2017年版小規模企業白書では、小規模事業者にとって「新しいビジネスを生むた

めにはどうすればよいか」、「事業承継を円滑にするためにはどうしたらよいか」

などの視点を盛り込んだ分析をさらに進めたい意向がある。 

 

  ②信用金庫へのメッセージ 

信用金庫に対しては、小規模事業者とともに、「一緒に走りながら悩みを聞いて

（図表５）中小企業庁 苗村小規模企業振興課長 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

（図表６）取材風景 

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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解決策を探っていく」ような“身近で気軽な相談相手”の役割を果たしてほしいと

期待している。すなわち、信用金庫は、小規模事業者と“一緒に走りながら”も、

“第三者の冷静な目”をもってその経営全般を眺めてほしいと考えている。 

過去の小規模事業者への取材経験を踏まえると、小規模事業者は、「ちょっとし

た挑戦で変われる」という実感がある。その“挑戦”は、システム投資をともなう

ような大きな経営革新である必要はなく、過去に当たり前にやってきた非効率なや

り方を変えるような小さなことでも構わないだろう。こうしたことから、信用金庫

には第三者の視点を持って、小規模事業者に対して、小さなことでも「気づき（変

われるきっかけ）」を与える役割を大いに期待している。 

 

２．2016 年版中小企業白書の概要 

中小企業白書の構成は、「本論」「施策」「その他（付注、付属統計資料等）」の３

部である（図表７）。なお、例年どおり、「施策」では、昨年度施行分と今年度施行予

定の中小企業施策についてまとめられており、「付属統計資料」では、中小企業に関す

る基本的な統計が示されている。 

以下では、今回、好事例として紹介された信用金庫の取組み事例などにも焦点をあて

ながら、本論のポイントを概説する。 

 

（１）中小企業の動向と生産性分析（第１部） 

第１部は、第１章と

第２章で直近の日本経

済および中小企業の動

向についてまとめたう

えで、第３章では中小

企業における生産性の

現状とその変動要因に

ついて解説している。 

第１章では、日本経

済について、以下の通

りまとめられている。 

まず、実質ＧＤＰは

年間でプラスとなって

おり、2012 年末以降、景気は緩やかな回復基調が続いている。ただし、個人消費は、

消費者物価の上昇に伴う実質賃金の低下もあって伸び悩んでおり、民間企業設備投資

も、緩やかに回復こそしているものの、いまだにリーマン・ショック前の水準に達し

ていない。 

（図表７）2016 年版中小企業白書の構成 

 
（備考）2016 年版中小企業白書より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

第１部　平成27年度（2015年度）の中小企業の動向

第１章　我が国経済の動向

第２章　中小企業の動向

第３章　中小企業の生産性分析

第2部　中小企業の稼ぐ力

第１章　中小企業の稼ぐ力の決定要因

第２章　中小企業におけるITの利活用

第３章　中小企業における海外需要の取り込み

第４章　稼ぐ力を支えるリスクマネジメント

第５章　中小企業の成長を支える金融

第６章　中小企業の稼ぐ力を決定づける経営力

平成27年度において講じた中小企業施策

平成28年度において講じようとする中小企業施策

その他（付注、付属統計資料 等）
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他方で、有効求人倍率が 24 年ぶりの高水準となるなど雇用環境は改善を続け、雇用

者数の増加に伴い合計の雇用者報酬は増加している。また、企業の経常利益も過去最

高水準にあるなど、個人消費や民間企業設備投資を取り巻く環境自体は改善している。 

今後は、企業収益の拡大が賃金上昇や雇用拡大につながり、消費の拡大や投資の増

加を通じてさらなる企業収益の拡大に結びつくという、「経済の好循環」が本格化し

ていくことが期待される。 

第２章では、中小企業について、以下の通りまとめられている。 

まず、中小企業の業況は、リーマン・ショック前の水準にまで達している。ただし、

規模が小さな企業ほど、相対的に引き続き厳しい状況に置かれている。また、資金繰

りは改善が続いており、倒産件数が７年連続で減少して25年ぶりの低水準となるなど、

中小企業をめぐる環境は総じて改善傾向にある。 

また、経常利益についても 2010 年度以降は安定して伸びており、リーマン・ショッ

ク前の水準を上回り、過去最高水準にある。ただし、経常利益増加の内訳をみると、

売上は増加しておらず、人件費や原油・原材料費等の減少によるところが大きい。売

上増加の見通しが立たないなか、設備投資額はリーマン・ショック前の水準に達して

おらず、設備の老朽化が進んでいる。また、大企業との賃金格差等を背景に、人手不

足は深刻化してきている。 

こういった課題に加え、今後の人口減少を考慮すると中小企業の生産性向上が必要

であるとの認識を踏まえて、第３章では、中小企業の労働生産性について分析してい

る。結果、規模で比較すると、すべての業種において中小企業の労働生産性は大企業

を下回っている。しかしながら一方で、いずれの業種においても、中小企業の１～３

割は、同業大企業の平均を上回るほど高い労働生産性を誇っており、こうした中小企

業においては、設備投資額や資本

装備率が高いという特長がみら

れると指摘している。 

ここまでの分析から、生産性の

高い「稼ぐ力」のある中小企業の

存在が不可欠であるという問題

意識の下に、第２部では「中小企

業の稼ぐ力」と題して中小企業の

収益力強化策についてまとめて

いる。 

 

（２）中小企業の稼ぐ力（第２部） 

第２部は、６章構成になってい

る。第１章では、中小企業を取り

（図表８）ＩＴ投資の有無と売上高経常利益率の変遷 

 
（備考）2016 年版中小企業白書より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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巻く環境として、

大企業との系列

的関係の希薄化、

少子高齢化、ア

ジアを中心とし

た海外市場の拡

大、情報技術の

進展とそれに伴

う電子商取引市

場の拡大、リス

クマネジメント

の重要性の上昇

などを列挙し、

その後、２章か

ら６章までにわ

たって、中小企

業の「稼ぐ力」

の改善策につい

てまとめている。 

第２章では、

ＩＴの利活用に

ついてまとめて

いる。冒頭で、

ＩＴ投資を開始

した企業の利益

率が、開始して

いない企業の利

益率を上回って

いることを指摘している（図表８）。そのうえで、現実にはＩＴ投資によって成果を

得られている企業と得られていない企業があることを指摘し、ＩＴ投資の成果を得る

ためには、ＩＴ投資の計画作成、業務プロセスや社内ルールの見直し、各事業部門や

従業員からの意見聴取、社員教育の実施、段階的な導入や導入後のモニタリングなど

が必要であると指摘している（図表９）。また、ＩＴに精通した人材を確保・育成す

ることが困難であることから、適宜、外注なども活用するべきであると提言している。 

第３章では、海外需要の取り込みについてまとめている。冒頭で、海外への直接投

（図表９）ＩＴ投資の効果を得るために有意であった取組みの実施状況 

 
（備考）2016 年版中小企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 10）海外への直接投資実施企業と非実施企業の労働生産性 

 
（備考）2016 年版中小企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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資実施企業の労働生産性が非実施企業を上回っていることを指摘している3（図表 10）。

そのうえで、海外展開投資の成功のポイントとして、目的やビジョンの明示、計画の

策定、投資効果の予測などが必要であると指摘している（図表 11）。また、グローバ

ル人材や外国人など多種多様な人材の活用により、海外需要を獲得していくべきであ

ると提言している。 

第４章では、リスクマネジメントについてまとめている。冒頭では、経営環境の変

化に伴って不確実性が増大する一方で、中小企業はリスクに対する認識が不足してお

り、対策が不十分であると指摘している。そのうえで、自然災害やテロ等の緊急事態

の対応として、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定することが必要であると指摘している

（図表 12）。また、ＩＴ利活用を進めていく上で、情報セキュリティ体制の構築が不

可避であるとし、

独立行政法人情

報処理推進機構

（ＩＰＡ）が進

めている情報セ

キュリティ普及

啓発事業を紹介

している。 

第５章では、

中小企業と金融

機関の関係性に

ついて、幅広く

まとめている。

なかでも、この

章では３つの信

                         
3 同様に、輸出実施企業の労働生産性が非実施企業を上回っていることも指摘している。 

（図表 12）ＢＣＰの必要性 

（備考）2016 年版中小企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 11）海外展開投資の効果を得るために有意であった取組みの実施状況 

（備考）2016 年版中小企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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用金庫の取組みが掲載されていることが特色である。事業性評価の節では呉信用金庫4

が行政と連携をして事業性評価に基づく融資「くれしんコアコンピタンス」を積極的

に推進している事例、中小企業への支援の節では大阪シティ信用金庫5が独自のマッチ

ング事業に取り組んでいる「シティ信金ＰＬＵＳ事業」の事例や、豊川信用金庫6が運

営している「かわしん経営塾」の事例がそれぞれ紹介されている。これらの事例は、

信用金庫職員が積極的に把握しておくべき取組みといえよう。 

第６章では、中小企業の経営力についてまとめている。具体的には、中小企業を経

常利益率と自己資本比率の高低で４つに分類し、とりわけ経常利益率と自己資本比率

がともに高い「稼げる企業」は、他の３分類の企業と比較して投資に対して積極的で

あることを指摘しているほか、同様に経営者の年齢で区分し、若い経営者のほうがリ

スクテイクへの意欲が高いことを指摘している。そのうえで、わが国には「稼げる企

業」に成長する可能性の高い企業が多数存在しており、これらの企業が成長していく

ためには、経営者が理念を明らかにし、組織が一体となって成長に向けて取り組んで

いくことが必要であると提言している。 

 

今回の中小企業白書全体を総括すると、焦点を「稼ぐ力（収益力）」に絞り、収益

力の向上に向けて必要な取組みについて、深く切り込んだところに特徴があるといえ

るだろう。その背景には、中小企業の業況が比較的安定しており、資金繰りの改善が

進み倒産件数が７年連続で減少するなど、中小企業の経営に差し迫った問題が見当た

らない一方で、将来に目を向けると、売上の伸び悩み、設備の老朽化、人手不足など

数多くの課題があることがあげられる。今こそ、各企業の生産性を高め、「稼ぐ力」

を増大させることで、持続的な成長発展につなげていくべきであるとの問題意識を強

く感じた。 

なお、前述のとおり、中小企業白書では信用金庫の事例が３つ紹介されており、信

用金庫の取組みが一定の評価を受けていることがうかがえる。今後、中小企業の「稼

ぐ力」が重要となっていくなかで、信用金庫に求められる役割もより大きくなってい

こう。 

 

３．2016 年版小規模企業白書の概要 

本年度で２回目の発刊となる小規模企業白書の構成は、小規模事業者の動向や事業活

動の実態、地域の中の小規模事業者の意義等をみた第１部と、第１部を踏まえて業績傾

                         
4 事例 2-5-4 ：呉信用金庫「ひろしま産業振興機構との連携により、積極的に事業性評価に基づく融資に

取り組む信用金庫」 
5 事例 2-5-9 ：大阪シティ信用金庫「マッチング率の向上のため、ひと手間加えたマッチングを行う信用

金庫」 
6 事例 2-5-10 ：豊川信用金庫「経営塾の取組により、企業の経営者の育成に注力する信用金庫」 
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向の良い小規模事業者や、小規模事業者の多様な側面の一つとしてフリーランス7の実態

などに焦点をあてた第２部、そして小規模事業者の取組み事例を取り上げた第３部の３

部構成となっている。昨年度の小規模企業白書が、小規模事業者の構造分析を行った第

１部と、小規模事業者の取組み事例を取り上げた第２部の２部構成であったことを考え

ると、さらに踏み込んだ内容となっているといえる。末尾には、中小企業白書と同様、

昨年度において講じた小規模企業施策がまとめられている。 

今回の小規模企業白書のポイントとして、①売上高を増加させるためには商圏の拡大

が必要であること、②経営計画を作成したことがある小規模事業者は、作成したことが

ない事業者に比べ、売上高が増加傾向であること、③業績傾向は、人材育成に取り組ん

でいる小規模事業者のほうが、取り組んでいない事業者よりも良い傾向であること、④

事業承継後、新しい取組みを実施した小規模事業者の業績は上昇基調であること、が挙

げられる。以下、それぞれの要点を整理して紹介する。 

 

（１）商圏の拡大と売上高の増加 

 第１部第２章第１節では、小規模事業者の売上高の約６割が「同一市町村内」を販

売先にしているなど、そのほとんどが同一都道府県内にとどまっていることが示され

ている。 

 こうしたなか、直近３年間の売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向についての相関

をみると、売上高が増加傾向にある小規模事業者のうち約７割が商圏を拡大する傾向

                         
7 ソフトウェアの設計・開発、ウェブデザイン、ライティングなど、自らの持つ技術や技能を拠り所に、組織に属さず
個人で活動する小規模事業者のこと。2015 年版小規模企業白書でもクローズアップしている。 

（図表 13）小規模事業者の売上の傾向と商圏の拡大・縮小傾向 

 
（備考）2016 年版小規模企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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にあることから（図表 13）、売上高を増加させるためには業種を問わず「商圏の拡大」

が必要であると強調している。一方、売上が減少傾向の小規模事業者では、「商圏自

体（取引先や顧客）の景気が悪い」（66.5％）との回答が最も多い結果となっている。

これに対して白書では、「他律的要因に減少傾向の要因を求めている」と指摘し、「小

規模事業者の売上高が商圏自体の景気に影響されやすいことは事実であるが、自社の

商品・サービスの信頼性の向上等に向けて取組を一層強めていくことが期待される。」

と締めくくっている。 

 なお、第２部第１章第１節では、何代目の経営者別にみた分析をするなかで、「代

を重ねるにつれて商圏の拡大傾向が強まる」ことを導き出し、それを「小規模事業者

自身がそれに対応した改善や工夫をたゆまなく継続していることの証左」としている。

このことから、代を重ねた長寿企業には、長期間にわたり事業を継続・継承できてき

ているということで販路拡大のノウハウがあるとみられる。今後の小規模事業者にか

かる分析では、「長寿企業」に注目が集まるかもしれない。 

 

（２）経営計画の作成と売上高の増加 

 第１部第２

章第３節では、

効率的な経営

に向けた取組

みの一つとし

て、経営計画

の策定状況等

に着目して分

析している。 

 経営計画を

作成したこと

がある小規模

事 業 者 は

53.0％と半数

を超えている。そして、経営計画を作成した効果として経営計画の作成の有無と業績

傾向との相関をみると、経営計画を作成したことのある小規模事業者は、作成したこ

とがない事業者に比べて、売上高が増加傾向になる割合が高いことが示されている

（図表 14）。 

 経営計画を作成した背景、動機としては、「補助金申請で必要になったから」や「業

績を向上させたいから」という回答割合が多く、経営計画の作成の効果については、

「経営方針と目標が明確になった」、「自社の強み・弱みを認識できた」という回答

（図表 14）経営計画の作成の有無と売上高の傾向 

（備考）2016 年版小規模企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

0% 50% 100%

作成したことがない

作成したことがある

全体

増加27.5％ 横ばい44.3％ 減少28.1％

増加34.0％ 横ばい42.3％ 減少23.7％

増加20.2％ 横ばい46.6％ 減少33.2％
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割合が多くなっている。 

 一方で、経営計画を作成したいと思わない小規模事業者のうち、「効果に懐疑的な

ため」や「どのように作成したら良いかわからないため」などの回答者に対しては、

「行政庁や支援機関などの支援者側においては、経営計画策定の効果や経営計画の策

定方法について、より分かりやすい形で情報提供等を行っていく必要がある」として

いる。 

 

（３）人材育成と業績 

 第１部第２

章第５節では、

小規模事業者

の人材の確保

と育成に焦点

をあてている。 

 小規模事業

者では、「時間

的に余裕がな

いから」を主な

理由として、人

材育成に「取り

組んでいない」

という回答割

合が 62.5％に上る。一方、４割弱の人材育成に「取り組んでいる」小規模事業者では、

その狙いや目的を、「技術・技能の向上」、「商品・サービス知識の向上」、「コミ

ュニケーション力（接客や交渉）」に置いている。 

 また、人材育成の取組みの有無と売上高の傾向との関係では、人材育成に取り組ん

でいる小規模事業者のほうが、取り組んでいない事業者より業績が良くなる傾向が示

されている（図表 15）。 

 

（４）事業承継後の新しい取組み実施と業績 

 第１部第２章第６節では、小規模事業者の事業承継の現状と課題に焦点をあててい

る。 

 小規模事業者では、現経営者が事業承継後に「新しい取組」を実施した割合が約７

割に上る。業種別では、宿泊業、卸売業、製造業、飲食サービス業などにおいて、そ

の実施割合が高くなっている。 

（図表 15）人材育成の取組みの有無と売上高の傾向 

（備考）2016 年版小規模企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

0% 50% 100%

取り組んでいない

取り組んでいる

全体

増加27.5％ 横ばい44.3％ 減少28.1％

増加34.9％ 横ばい42.9％ 減少22.2％

増加23.1％ 横ばい45.2％ 減少31.7％
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 「新しい取組」の具体的内容では、例えば製造業と建設業では「取引先拡大（販路

開拓）のための営業活動」、小売業と飲食サービス業では「店舗の改装・リニューア

ル・駐車場整備」が最も多くなっている。 

 また、「先代経営者から事業承継する直前の業績傾向」と「新しい取組を実施後の

業績傾向」を比較すると（図表 16）、事業承継する直前の業績傾向では「（業績が）

上昇基調」が 23.2％であるのに対し、新しい取組み実施後の業績傾向では「上昇基調」

が 57.5％と大幅に増加している。事業承継後３年以内に事業承継後に新しい取組みに

着手した小規模事業者では、業績傾向が良くなる傾向が示されている。 

 こうした第１部の分析結果を踏まえた第２部では、創業者である初代と代を重ねた

小規模事業者ほど事業活動が活発で、かつ業績傾向も高い傾向にあることが示される

とともに、２代目の小規模事業者で事業活動がやや低下する傾向がみられることから、

「承継後の２代目経営者の事業経営の効率化や持続的発展に向けての取組を推進す

る必要がある」と指摘している。また、フリーランスについては、「様々な可能性を

秘めている働き方」ということで、「今後、発注者・就業者の双方が、こうしたフリ

ーランスの特徴を踏まえた上で、フリーランスに対する認知度を高めていくことが期

待される。」と締めくくっている。 

 

 今回の小規模企業白書全体を総括すると、小規模事業者では、「何でもよいから何

かしら前向きな取組みをしている事業者のほうが業績がよい」という傾向がみられる

ということがいえるだろう。また、白書では、売上の拡大を目指した商圏の拡大、Ｉ

Ｔの活用、経営計画の策定などの取組みを通じて、「需要を踏まえた販路拡大などが

（図表 16）事業承継する直前の業績傾向と新しい取組みを実施後の業績傾向 

 
（備考）2016 年版小規模企業白書をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

①事業承継する直前の業績傾向 ②新しい取組みを実施後の業績傾向
　（承継直前３年間程度） 　（取組み実施後３年間程度）

横ばい

46.6％

下降基調

30.2％

上昇基調

23.2％

上昇基調

57.5％

横ばい

36.0％

下降基調

6.5％
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一層活発に行われることが、今後、小規模事業者が持続的に発展していくための鍵と

なる。」とし、「地域経済の基盤を支える小規模事業者の更なる発展を期待」してい

ると結んでいる。 

 なお、小規模企業白書の第３部では、地域に密着してたくましく活動している小規

模事業者について、ヒューマン･ストーリーも交えた 44 事例が紹介されているが、信

用金庫が直接あるいは間接的に関わった記述はみられなかった。 

 

おわりに 

 今回の中小企業白書では、構成を２部に絞り込み、中小企業の「稼ぐ力」に着目して、

「稼げる中小企業はどんな取組みをしているのか」を分析することに力を入れている。

とりわけ、「経営力（組織力）」に着目した分析は、過去の中小企業白書にはない“新

しい分析のやり方”といえるかもしれない。経営事例も、例年どおり多く掲載されてお

り、多くの中小企業・小規模事業者にとってはもちろんのこと、中小企業を支援する信

用金庫にとっても示唆に富むものであろう。 

 一方、小規模企業白書は、初回となった昨年度の白書の分析をさらに深堀りするため、

商工会・商工会議所の指導員によるアンケート調査など、実態をより正確に把握するこ

とに努めたことが特徴の一つである。また、構成を昨年度の２部から１部増やして３部

とし、昨年度の白書で取り上げたフリーランスについて踏み込んで分析するとともに、

代を重ねた長寿企業ほど販路拡大やＩＴ活用にノウハウがあるという傾向を導き出し

ている。さらに、昨年度に引き続いて示唆に富む経営事例も数多く紹介している。日常

業務で地元の小規模事業者とのかかわりの深い信用金庫にとっては、小規模事業者の現

状について、改めて客観的に把握するためのツールとして有益であろう。 

 2016 年版の中小企業白書ならびに小規模企業白書は、取引先中小企業・小規模事業者

と身近で接する信用金庫役職員にとって、一読に値する良書といえよう。 

                                   以 上 

                            （藁品 和寿、品田 雄志） 

＜参考文献＞ 

・中小企業庁編『中小企業白書』日経印刷他（2015 年版、2016 年版） 

・中小企業庁編『小規模企業白書』日経印刷他（2015 年版、2016 年版） 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2016 年 7 月末現在） 

○レポート等の発行状況（2016 年 7 月実績） 
発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

16.7.4 内外金利・為替見通し 28-4 
物価下振れと円急騰を受けて、日銀は追加緩和を検討

へ 

16.7.5 金融調査情報 28-5 

急速に脚光浴びる「フィンテック」② 

－金融サービス利用者のすそ野拡大に挑戦するフィン

テック企業－ 

16.7.5 ニュース＆トピックス 28-32 信用金庫の住宅ローンの動向 

16.7.6 内外経済・金融動向 28-2 

地域における成長産業と『稼ぐ力』が強い産業を探る

－各都道府県の雇用創出力が高い産業と所得水準が高

い市町村の『稼ぐ力』が強い産業を考察－ 

16.7.19 金融調査情報 28-6 
急速に脚光浴びる「フィンテック」③ 

－既存の金融サービスを側面支援する取組み－ 

16.7.25 産業企業情報 28-4 
業況堅調な小規模事業者とは（総括編） 

－堅調な事業基盤の“継続”を目指して－ 

16.7.25 金融調査情報 28-7 信用金庫の住宅ローンの推進策について 

16.7.25 金融調査情報 28-8 
信用金庫の年金受給口座（年金預金）の推進策につい

て 

16.7.28 ニュース＆トピックス 28-33 最近の中国経済情勢 

 
 
○講演等の実施状況（2016 年 7 月実績） 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等

16.7.1 地域経済に対する信用金庫の支援 
静岡大学・（一社）静岡県

信用金庫協会 
鉢嶺実 

16.7.8 日本経済の現状と今後の展望 関東船舶電装協議会 角田匠 

16.7.10 今後の経済見通し アイオー信用金庫 奥津智彦 

16.7.11 信用金庫を取り巻く諸課題と今後の成長戦略 信金中央金庫 刀禰和之 

16.7.15 
信用金庫の役割と地域経済活性化（協同組織金

融機関の意義） 

小樽商科大学（札幌信用金

庫提供講義） 
松崎英一 

16.7.15 日本経済の現状と今後の展望 

ひがしんビジネスクラブ

オーロラ（東京東信用金

庫） 

角田匠 

16.7.21 環境変化に挑む中小企業の経営事例 北群馬信用金庫 鉢嶺実 

16.7.27 環境変化に挑む全国の若手経営者の成功事例 青木信用金庫 鉢嶺実 

 
＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL 03-5202-7671（ダイヤルイン）       FAX 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL http://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

http://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


